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計画の概要 

１ 計画策定の背景と趣旨 

本市では、平成29年度に策定した「第５次御殿場市障害者計画」において、「ノーマ

ライゼーション」と「リハビリテーション」「エンパワメント」を基調に、障害のある

人が、住み慣れたまちで、基本的な人権を尊重され、その人らしく自立した生活を送

ることができるまちづくりを推進してきました。 

「第５次御殿場市障害者計画」の計画期間が令和４年度をもって終了することから、

本市の障害者施策を引き続き計画的に推進していくため、令和５年度を初年度とした

「第６次御殿場市障害者計画」（以下「本計画」という。）を策定します。 

 

２ 計画の期間 

本計画は、令和５年度から令和９年度までの５年間を計画期間とします。 

 

３ 計画の対象 

＜障害者の定義＞ 

本計画における「障害者」とは、身体障害者、知的障害者、精神障害者、発達障害

者、難病患者等、心身の機能の障害及び社会的障壁により長期にわたり日常生活又は

社会生活に相当な制限を受ける者を言います（以下本計画において「障害のある人」

と総称します）。 

＜計画の対象範囲＞ 

本計画に基づいて推進する各種施策の主な対象者は、「障害者の定義」で定義した

障害のある人です。 

また、本計画を推進するためには、すべての市民の理解と協力が不可欠であるこ

とから、本計画は、障害のある人をはじめとする全市民を対象とします。 
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共に生きる福祉のまちづくり 

計画の基本理念 

１ 基本理念 

本計画においては、障害のあるなしに関わらず、すべての市民が共に生き、共に暮

らし、共に支え合う、「共に生きる福祉のまちづくり」を目指し、障害のある人もない

人も、共に暮らし、共に活動できる社会づくりを目指す「ノーマライゼーション」、ラ

イフステージの全ての段階において、持てる能力を最大限に発揮してその人らしく生

活できることを目指す「リハビリテーション」、さらに、障害のある人自身が、生活の

あらゆる場面において、自己選択、自己決定を実現できるよう、自らが持つ能力を高

めることができる「エンパワメント」の考え方を基本理念とします。 

 

 

【基本理念】 

 

 

 

 

２ 基本方針 

本計画は、障害のある人が、自ら選択し決定することを尊重するという理念のもと

に、住み慣れたまちで、基本的な人権を尊重し、その人らしく自立した生活を送るこ

とを目指します。また、国・県の障害者計画や市の総合計画、地域福祉計画、高齢者

福祉計画・介護保険事業計画、健康増進計画、子ども・子育て支援事業計画などと整

合性を図るとともに、行政、事業者、市民が三位一体となって施策を推進します。そ

して、本計画の基本理念を遂行するために、６つの基本目標を掲げます。 

  



3 

［ 基本理念 ］ ［ 活動計画（中項目）］ ［ 基本目標 ］ 

基本目標Ⅰ 
理解と交流と 
社会参加の促進 

基本目標Ⅱ 
健康の維持・増進 

共
に
生
き
る
福
祉
の
ま
ち
づ
く
り 

２ 地域での福祉活動の促進 

３ 文化・スポーツ・レクリエーション活動の推進 

４ 関係団体の育成 

２ 保健・医療サービスの充実 

１ 身近な地域での療育の充実 
基本目標Ⅲ 
教育・療育の充実 

１ 相談・情報提供体制の充実 

基本目標Ⅳ 
相談体制・障害福 
祉サービスの充実 

基本目標Ⅴ 
就労支援と生活 
の安定 

４ 移動とコミュニケーション支援の充実 

２ 居住場所の確保 

１ 災害対策の充実 

基本目標Ⅵ 
快適で安心 
できるまちづくり 

３ 歩行空間・建築物、交通機関のユニバーサルデ
ザインの推進とバリアフリー化 

計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 障害のある人に対する理解の促進 

１ 障害の原因となる疾病の予防と早期支援の充実 

２ 学校教育の充実 

２ 虐待防止・権利擁護体制の充実 

３ 在宅サービスの充実 

１ 雇用・就労施策の推進 

２ 安全・安心なまちづくりの推進 
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① 啓発活動の推進   ② 学校での福祉教育の推進   ③ 差別の解消 

① 地域福祉計画の推進  ② 障害のある人の要望に応えるボランティア活動の支援 
③ ボランティア活動の推進 

① 障害のある人が参加しやすい環境の整備   ② 障害のある人が参加しやすい活動の推進 
③ 障害者スポーツの振興           ④ 生涯を通じた多様な学習活動の充実 

① 当事者団体や支援団体活動への参加促進 
② 当事者団体や支援団体への活動支援 

① 障害の原因となる疾病の予防対策の推進   ② 早期発見・早期対応の充実 

① 医療、保健、福祉関係施設などでのリハビリテーション体制の充実 
② 障害のある人に対する医療の充実   ③ 精神保健・医療の適切な提供 
④ 難病患者に対する支援の充実 

① 保育施設などでの個々の発達に応じた支援の充実   ② 療育支援体制の充実 

① 障害のある児童・生徒の教育環境の充実   ② 特別支援教育体制の充実 
③ 切れ目ない支援体制の充実 

［ 活動計画（小項目） ］ 

① 障害のある人の包括的・重層的な相談支援体制の充実   ② 各種制度の周知及び利用促進 
③ 各種情報提供体制の充実 

① 虐待防止施策の推進   ② 権利擁護施策の推進 

① 居宅介護サービスなどの充実   ② 日中活動系サービスの充実 

① 移動に関する支援の充実   ② 手話通訳者・要約筆記通訳者派遣事業の充実 
③ 朗読サービス事業の継続   ④ デジタル技術を活用した情報提供の推進 

① 障害者雇用の促進   ② 一般就労への移行と定着の支援 
③ 就労継続支援事業など福祉的就労の支援 

① 既存の住宅への改造費の助成   ② 市営住宅の提供体制の維持 
③ グループホーム等の充実 

① 防災訓練への参加促進   ② 災害時における要配慮者への支援体制の整備 
③ 避難行動要支援者にも配慮した計画・マニュアルの作成 

① 消費者被害防止のための消費者教育の推進   ② 地域での見守り体制の強化 
③ 交通安全教育、啓発の推進 

① ユニバーサルデザインの推進    
② 歩行空間、建築物のバリアフリー化の推進 
③ 公共交通機関等のバリアフリー化の推進 
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１ 障害のある人に対する理解の促進 

２ 地域での福祉活動の促進 

施策の展開 

 

 

 

障害のある人とない人が共に理解し、支え合い、市民が共に同じ地域に暮らしてい

ることを実感することができる共生社会を実現するため、広報・啓発活動や福祉教育

を通して障害に対する理解を促進し、交流を活発にしていきます。 

これらの活動により、障害を理由とする差別の解消に継続的に努めていきます。 

 

 

① 啓発活動の推進 

② 学校での福祉教育の推進   

③ 差別の解消 

 

施策の方向 

障害の有無にかかわらず、誰もが安心して暮らせる社会をつくっていくために、広

報紙やインターネットなど様々な媒体を活用し、障害のある人に対する理解を深め、

正しい知識の普及と啓発を行うとともに、幼児教育や義務教育など学校での福祉教育

を継続します。 

また、障害者差別解消法に基づく合理的配慮を引き続き実施するとともに、市民に

対して正しい知識の普及に努めます。 

 

 

① 地域福祉計画の推進 

② 障害のある人の要望に応えるボランティア活動の支援 

③ ボランティア活動の推進 

 

施策の方向 

地域共生社会の実現に向けて、障害のある人が社会の様々な分野に参加していくた

め、社会参加に関する情報提供に努め、ボランティア活動や市民活動を行う団体への

支援を一層充実していきます。 

  

基本目標Ⅰ 理解と交流と社会参加の促進 
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３ 文化・スポーツ・レクリエーション活動の推進 

４ 関係団体の育成 

 

 

① 障害のある人が参加しやすい環境の整備 

② 障害のある人が参加しやすい活動の推進 

③ 障害者スポーツの振興      

④ 生涯を通じた多様な学習活動の充実 

 

施策の方向 

文化・スポーツ・レクリエーション活動を通して、障害のある人が地域とのふれあ

いや社会参加、生きがいづくりにつながるよう、障害のある人が自己の選択に基づい

て、積極的に文化・スポーツ・レクリエーション活動、学習活動、地域活動などに参

加できるよう、支援や環境整備に努めていきます。 

 

 

 

① 当事者団体や支援団体活動への参加促進 

② 当事者団体や支援団体への活動支援 

 

施策の方向 

障害のある人の自立と社会参加を促進するため、当事者団体や支援団体等の活動へ

の必要な情報提供や支援に努めます。 
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１ 障害の原因となる疾病の予防と早期支援の充実 

２ 保健・医療サービスの充実 

 

  

障害の原因になる疾病などの予防と早期発見・早期治療は、健やかな暮らしを支え

る根幹となります。関係機関と密接に連携をとりながら、障害のある人の心身の健康

の維持、増進、回復に繋がるよう、ライフステージや心身の状況に応じた支援体制の

充実を図っていきます。 

 

 

① 障害の原因となる疾病の予防対策の推進 

② 早期発見・早期対応の充実 

 

施策の方向 

障害の原因となる疾病等の予防を図るため、母子保健法・健康増進法などを踏まえ、

妊娠期から高齢期に至るまで、ライフステージに応じた保健事業を推進するとともに、

健康診査の積極的な受診や主体的な健康管理を促進します。 

また、事業の実施にあたっては、関係機関と連携しながら、障害の早期発見・早期

支援を推進します。 

 

 

① 医療、保健、福祉関係施設などでのリハビリテーション体制の充実 

② 障害のある人に対する医療の充実 

③ 精神保健・医療の適切な提供 

④ 難病患者に対する支援の充実 

 

施策の方向 

障害のある人が、リハビリテーションや治療を身近な地域で受けられるよう、保健・

医療サービスの充実に努めるとともに、精神障害の予防について、心の問題に関する

相談対応のほか、心の健康づくりに関する健康教育の充実を図ります。 

また、医療ケアが必要な障害のある人、高齢で障害のある人等が地域で暮らし続け

られるよう、保健・医療サービスと福祉サービスとが連携した医療体制を整備してい

きます。 

  

基本目標Ⅱ 健康の維持・増進  
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１ 身近な地域での療育の充実 

２ 学校教育の充実 

 

  

障害のある人が、身近な地域で継続して障害特性に応じた専門的な支援を受けるこ

とができるよう、支援体制の拡充、整備に努めていきます。 

また、保健・医療・福祉・子育て・教育等の関係機関等の連携を強化し、ライフス

テージで途切れることのない一貫した支援の実現を目指します。 

 

 

① 保育施設などでの個々の発達に応じた支援の充実   

② 療育支援体制の充実 

 

施策の方向 

発育や発達に支援の必要がある子どもに対する適切な療育を充実するため、教育・

福祉・保健・子育てなどの連携を強化し、地域における相談・療育の充実を図ります。 

 

 

  

① 障害のある児童・生徒の教育環境の充実 

② 特別支援教育体制の充実 

③ 切れ目ない支援体制の充実 

 

施策の方向 

障害の有無によって分け隔てられることなく、尊重し合う共生社会の実現に向けて、

児童・生徒一人ひとりの発達程度、障害の状態、適応状況、教育的ニーズ等に応じた

教育や多様な学びの場の充実を図ります。また、インクルーシブ教育の推進に向けて、

体制の整備を図ります。 

  

  

基本目標Ⅲ 教育・療育の充実 
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１ 相談・情報提供体制の充実 

２ 虐待防止・権利擁護体制の充実 

 

 

  

障害のある人が、地域で安心して自立した生活を送り、社会活動に参加できるよう、

一人ひとりに合ったサービスの充実を進めていきます。 

また、相談体制の充実を図ることにより、様々な情報提供を行い、あわせて権利擁

護を推進していきます。 

 

① 障害のある人の包括的・重層的な相談支援体制の充実   

② 各種制度の周知及び利用促進 

③ 各種情報提供体制の充実 

 

施策の方向 

障害の程度や生活の状況に応じたサービスを自らが適切に選択し、利用できるよう

相談や支援体制を充実します。  

また、身近な生活の相談から障害福祉サービスに至るまで、関係機関との連携を図

り、障害のある人を中心とした相談や情報提供などの支援を推進します。 

 

 

① 虐待防止施策の推進 

② 権利擁護施策の推進 

 

施策の方向 

障害者虐待防止法に関する積極的な広報・啓発活動を行い、障害者虐待の防止及び

養護者に対する支援を行います。 

また、障害により判断能力が不十分な人に対しては、地域の中で自立した生活を送

ることができるよう、権利擁護の取組を推進します。 

  

基本目標Ⅳ 相談体制・障害福祉サービスの充実 
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３ 在宅サービスの充実 

４ 移動とコミュニケーション支援の充実 

 

 

① 居宅介護サービスなどの充実   

② 日中活動系サービスの充実 

 

施策の方向 

在宅の障害のある人のニーズに応じて、日常生活または、社会生活を営む上での居

宅介護、重度訪問介護等の支援を行うとともに、就労継続支援や生活介護等の日中活

動の場の確保により、在宅サービスの量的・質的充実を図ります。また、各種障害福

祉サービスの周知を図り、適切な利用を促進します。 

 

 

 

① 移動に関する支援の充実   

② 手話通訳者・要約筆記通訳者派遣事業の充実 

③ 朗読サービス事業の継続   

④ デジタル技術を活用した情報提供の推進 

 

施策の方向 

障害のある人が、地域で自立し社会に参加するため、必要となる移動に係る各種サ

ービスの周知を図り、提供を推進します。また、障害のある人が円滑に情報を取得・

利用し、意思表示やコミュニケーションを行うことができるよう、障害の特性に応じ

たコミュニケーション支援の充実を図ります。 
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１ 雇用・就労施策の推進 

２ 居住場所の確保 

 

  

就労は、障害のある人が地域で安定した生活を送るためには必要なことであり、就

労に当たって支援を必要とする場合に、適切な支援ができるよう、関係機関で連携に

努めます。 

あわせて、安心して生活できる居住場所の確保を図っていきます。 

 

 

① 障害者雇用の促進   

② 一般就労への移行と定着の支援 

③ 就労継続支援事業など福祉的就労の支援 

 

施策の方向 

障害のある人で働く意欲のある人には、その適性に応じて能力を十分に発揮するこ

とができるよう、一般就労に向けた支援や企業の理解促進、就労定着のための支援を

推進するとともに、一般就労が困難である人には福祉的就労の充実を図り、総合的な

支援を推進します。 

 

 

① 既存の住宅への改造費の助成 

② 市営住宅の提供体制の維持 

③ グループホーム等の充実 

 

施策の方向 

障害のある人が住み慣れた地域で安定した生活を送ることができるよう、障害のあ

る人の居住場所の確保、バリアフリーに対応した住まいの普及・改善に努めます。 

 

  

基本目標Ⅴ 就労支援と生活の安定  
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１ 災害対策の充実 

２ 安全・安心なまちづくりの推進 

 

  

障害のある人が地域で安心して暮らすことができるよう、障害特性に配慮した防災

体制の見直しを図ります。 

あわせて、福祉施設や地域の防犯体制の強化を推進していきます。 

また、地域の中で快適な生活を送ることができるよう住環境の整備・改善や道路、

交通、公共施設などのバリアフリー化について、全ての人が利用しやすいユニバーサ

ルデザインの考え方のもと、引き続き整備を進めていきます。 

 

 

① 防災訓練への参加促進   

② 災害時における要配慮者への支援体制の整備 

③ 避難行動要支援者にも配慮した計画・マニュアルの作成 

 

施策の方向 

障害のある人が地域で安全、安心に生活できるよう、防災訓練への参加促進や、自

主防災組織の拡充、障害のある人に対する適切な避難支援やその後の安否確認を行え

る体制の整備など防災対策を充実します。 

 

 

① 消費者被害防止のための消費者教育の推進   

② 地域での見守り体制の強化 

③ 交通安全教育、啓発の推進 

 

施策の方向 

障害のある人が消費者被害に遭わないよう消費者教育を推進するとともに、地域や

関係機関等と協力しながら見守り体制の強化を図ります。また、交通安全の普及啓発

を行います。 

  

基本目標Ⅵ 快適で安心できるまちづくり 
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３ 歩行空間・建築物、交通機関の 

ユニバーサルデザインの推進とバリアフリー化 

 

 

 

① ユニバーサルデザインの推進   

② 歩行空間、建築物のバリアフリー化の推進 

③ 公共交通機関等のバリアフリー化の推進 

 

施策の方向 

障害のある人が地域社会の中で自立した日常生活を営んでいくための福祉のまちづ

くりを推進するため、建物や道路（歩道）、公共交通機関、公共施設等においてバリア

フリー化及びユニバーサルデザインの考え方を取り入れた、障害のある人にやさしく、

快適な生活環境を整備していきます。 
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計画の推進体制 

 

１ 計画の推進体制 

（１）庁内関係各課との連携  

庁内関係各課との調整等、事業を円滑に推進するため、障害者施策について全庁的

な対応を図るとともに、所管課との連携をさらに強化し、施策を推進します。 

 

（２）関係機関との連携  

本計画を推進し、障害のある人のニーズに合った施策を展開する上で、一般市民や

当事者団体、ボランティア団体、地域の民間事業所、民生委員・児童委員、専門機関、

社会福祉協議会との協力とともに、それら関係団体などと相互に連携を図っていきま

す。 

 

（３）国・県との連携  

本計画を推進するためには、国や県との連携が重要となります。今後の制度改正等

を踏まえ、国や県と連携して本計画を推進します。 

 

 

２ 計画の進行管理 

（１）施策・事業の点検と改善   

障害者自立支援協議会をはじめ各種団体・関係機関及び庁内関係各課等と連携して

ＰＤＣＡサイクルに基づき、施策・事業の実施状況を点検するとともに、事業の内容

や実施方法等について改善に努めます。 

 

（２）計画の評価と見直し   

本計画は、本市における今後５年間の障害者福祉施策に関する基本計画であり、最

終年度には、障害者関係団体との意見交換や調査等を通じた施策・事業の有効性につ

いての検証・見直し等を行い、次期計画の策定へとつなげていきます。 
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